



























地震の新想定では、最悪でマグニチュード 9 .1 の



























































地域に指定されている 1 都 13 県の 139 市町村で、























































































































東日本大震災が起きた 2011 年（平成 23 年）
前後の社会移動についてお尋ねします。各年の












































治体の計 73 施設。次いで保育園が 14 自治体の計
18 施設で、幼稚園やこども園と合わせると 19 自
治体の計 25 施設だった。出先機関を含む自治体
庁舎は 12 自治体の計 13 施設、小中学校は 8 自治
















































































の 2015 年 6 月から 7 月ですでに移転が完了した
のは 38 施設、建設中は 8 施設で、東日本大震災
が起きた 2011 年度以降、毎年増えている。計画
中で移転時期が決定している施設のうち、用地取
得済みは 17 施設、未取得は 7 施設。移転時期は
未定だが用地取得済みが 10 施設、用地も未取得
なのは 51 施設だった。高台移転を目指している























民間施設は 10 自治体で計 11 施設あり、社会福祉
施設が和歌山県串本町、高知県四万十市・香南市・
四万十町、宮崎県日南市の計 5 施設、病院・診療











る。この制度では、保育所 3 園を 1 園に統合する







高知県は 2014 年 3 月に要綱をつくり、保育所
や幼稚園、認定こども園が高台に移転する際の施
設の整備を対象に、施設にかかる費用の 4 分の 3
を上限に補助金を交付している。2014 年度に 3






































分 譲 宅 地 は 203m2～280m2 の 広 さ で、1 坪
（3 .3m2）当たりの単価は 2 万 8000 円と低地の宅
地より 3～4 割も安く設定した。賃貸の町営住宅
は 3 階建ての 21 戸で、新たに整備した 2 車線の
取り付け道路を含む総事業費は 6 億 6000 万円。
総事業費の 2 分の 1 は国からの交付金で賄うが、
当初予算 25 億 8900 万円（2016 年度）の町にとっ
ては大事業である。
町の人口はこの 30 年で 1670 人も減っており、
移住者向けの住宅改修の補助制度（上限 100 万
円）を設けるなど移住促進事業に力を入れてきた
が、2013 年度からの改修の補助実績は計 3 件に
とどまっている。そうした中で、今回の宅地分譲
には 13 件の応募があり、そのうち 3 件が町外か
らだった。町営住宅を含めて、この地域に移り住









































波高 1m で 4 分、3m で 5 分と極めて短く、最大













を決定し、2015 年 8 月に完成した（図 4）。4000















すさみ IC の開設が決まると、IC のすぐ北側の
農地 2ha を買収し、そこに公共施設を移転する
計画を立てた。その移転先は、海岸から約 1 .8km









ター）、消防署の 5 施設を選定した（図 5）。町の
計画によると、高台移転の第一弾として津波の
浸水域にある周参見保育園の建設工事に着手し、













額は、消防署約 4 億 9000 万円、病院約 22 億円、
給食センター約 1 億 9000 万円、防災センター約
3 億円で、総額 36 億円にのぼる大事業である。


































































特措法では、全国 1 都 13 県の 139 市町村を「南
海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」に指定
し、津波避難タワーや高台に通じる避難路の整備




























分の 1 にあたる 43 自治体が公共施設の高台移転
に取り組んでいることが明らかになった。そうし
























































































































































ついて」（2012 年 8 月 29 日発表）。
2）	 	 正式名称は「南海トラフ地震に係る地震防災対策





4）	 	 毎日新聞東京本社発行 2013 年 3 月 9 日付朝刊 6
面「南海トラフ巨大地震：津波被害想定 14 市町村、
庁舎の高台移転検討」、朝日新聞名古屋本社発行
2013 年 8 月 5 日付朝刊 27 面「南海トラフ地震備え
検討　財源見通し立たず」、朝日新聞大阪本社発行
2014 年 3 月 29 日付朝刊 3 面「防災強化どこまで　
政府が基本計画　財政の壁、戸惑う地元」、読売新
聞大阪本社発行 2014 年 11 月 30 日付朝刊 31 面「南
海トラフ地震対策　高台移転　財源に不安」、読売
新聞大阪本社発行 2016 年 3 月 13 日付朝刊 31 面「南
海トラフ地震　高台移転急務　自治体に財源・用地
の壁」など。
5）	 	 朝日新聞大阪本社発行 2015 年 9 月 28 日付朝刊 37
面「高台移転　地域が後押し」。





What are preliminary measures taken in areas estimated to be affected 
by tsunami in Nankai Trough Earthquake? We conducted a national survey 
to analyze the countermeasures being taken in 139 local municipalities . These 
139 communities were designated by the government as areas which should 
reinforce the evacuation plan against tsunami triggered by the Earthquake . 
According to the survey result, 43 local communities are trying to relocate 131 
public buildings to highland areas .
The majority of municipalities chose structural measures such as Tsunami 
Evacuation Towers and non-structural measures such as enhancement of 
Tsunami Hazard Maps as priority measures . In contrast, relocating buildings 
to higher areas was not a priority, since there are budgetary problems or 
shortage of higher grounds . 
An effective measure to prevent or reduce tsunami disasters is to relocate 
houses and public buildings in flooding areas to highland areas before the 
earthquake . If many local communities cannot take this measure because of 
funding, it is necessary to secure resources by reforming governmental grant 
programs .
On the other hand, relocating important buildings such as public buildings 
might result in changing the characteristics of the communities . It is important 
to have a continuing debate on how a community in flooding area can sustain 
after relocation .
This paper describes the two problems which were found by our survey 





Relocation of Communities to High-
land Areas as a Preliminary Measure 
against Tsunami in Nankai Trough 
Earthquake
